鳥取県老人福祉施設指導監査実施要綱
（基本方針）
第１条

老人福祉施設指導監査（以下「指導監査」という。）については、施設の日常的な処遇状況などを確認するため、原則、予め監査日を通知せず、実施するものとし、前年度までに実施した指導監査の結果を踏まえ、改善すべき点として全般的に指摘の多かった事項、及び必要に応じ、特に留意し、詳細に調査を行うと定めた事項と合わせて実施する。
（実施計画）
第２条
　　県内すべての養護及び軽費老人ホームに対して、年１回指導監査を行う。
　　ただし、養護老人ホームについては実地による指導監査を原則として２年に１回行うこととし、前年度に行った実地による指導監査の結果、おおむね良好と認められる施設については、書面監査により実施する。軽費老人ホームについては近年の実施状況を踏まえて実地監査又は書面監査の別を決定する。
　　なお、特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）については、介護保険法上の指導又は監査の結果、特に重大な運営上の問題点が認められた施設及び近年の実施状況を踏まえて実地監査を決定する。
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（実施体制）
第３条
　　実地監査については、基本的に管内施設に係る東部福祉保健事務所又は各福祉保健局（以下「福祉保健局等」という。）の職員２名以上により実施する。
ただし、必要に応じて他の福祉保健局等、福祉保健課及び長寿社会課の職員と合同で実施するものとする。

（指導監査実施方法）
第４条
	（１）監査調書の送付及び監査実施予定期間の通知
    福祉保健局等は監査対象の施設に対して、「老人福祉施設指導監査調書」の様式（様式第１号又は様式第２号）を送付する。
       実地監査施設：原則、監査日を特定せず、監査日を含む１ヶ月間を「監査実施予定期間」
              　　  　として福祉保健局等から施設に通知し、監査実施予定期間の開始日の７日前までに施設は福祉保健局等に調書を提出する。

ただし、必要に応じて監査日を特定し実地監査を実施できるものとする。

       書面監査施設：局から別途指示。



	（２）一般監査の実施・報告
    福祉保健局等は実地監査する当日の朝に対象施設に監査の実施を連絡する。監査実施予定
期間の中から施設側が対応できない日を事前に確認するものとする。
　　書面監査については、監査の結果特に問題が認められる場合には、必要に応じて実地監査
に切り換えるものとする。
　　なお、重大な問題点等が認められた施設については、随時特別監査を実施する。

	（３）監査結果の通知
     福祉保健局等は問題点の改善について対象施設に対し文書又は口頭で指摘し、文書指摘については、施設から改善結果の報告を受ける。
　　福祉保健局等は監査結果（文書・口頭）について翌年２月末までに長寿社会課に報告する。


（主眼事項及び着眼点）
第５条
　平成１２年５月１２日付老発第４８１号厚生省老人保健福祉局長通知「老人福祉施設に係る指導監査について」及び「主眼事項及び着眼点（老人福祉施設）」を基に作成した老人福祉施設指導監査指摘基準（様式第３号）により実施するものとする。（関係する通知等により随時内容は改めるものとする。）
（情報公開）
第６条
　　別に定める「鳥取県社会福祉法人及び社会福祉施設等指導監査に係る情報公開要領」に基づき情報の公開を行うものとする。
（その他）

第７条

　　この要綱に定めるもののほか、指導監査の実施についての必要な事項は、別に定める。

      附　則

　この要綱は、平成２３年７月１９日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２６年７月２日から施行し、平成２６年度の指導監査から適用する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２７年７月２１日から施行し、平成２７年度の指導監査から適用する。

